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問題と目的 

本研究は，新型コロナウイルス感染症(以下，

COVID-19)の影響を受けた大規模な休校が，知的障

害児の学習にどのような影響を及ぼしたかを明ら

かにすることを目的とする。COVID-19 は人々に不

平等な影響を与え（Perera ら, 2020），特に知的

障害児は学校の休校から身体的，心理的健康に深

刻な悪影響を受けやすいとされている（Courtenay 

& Perera, 2020）。しかし，COVID-19 による休校

が，どのようにして知的障害児の学習に困難をも

たらしたのかを構造的に示した先行研究は存在し

ない。休校が知的障害児の学習にとってどのよう

な意味を持っていたのかを明らかにすることは，

現在進行中のパンデミックや将来の同様の危機に

おいて，学校や教育行政がどのような対応をとる

べきかを検討する上で意義がある。 

方  法 

大阪府の 1 つの特別支援学校における，年齢，

教員歴，役職の異なる教員 10 名（Table 1）を協

力者とした。調査に先立ち，大阪教育大学の倫理

審査委員会より研究計画の承認を得，協力者から

インフォームド・コンセントを得た。インタビュ

ーは ZOOM を使用して，１人１回２時間程度の非

構造化面接法を用いて実施した。インタビュープ

ロトコルに沿って，4 つの期間(休校前：1 月 6 日

～2月 26日，年度末休校時：3月 2日～3月 31日，

新年度休校時：4 月 1 日～5 月 31 日まで，再開後：

6 月 1 日～)の出来事についての認識を聞き取っ

た。インタビューデータを逐語化し，休校時の教

育に関連する発話箇所に焦点を当て，テーマ分析

（Braun & Clarke，2006）を行った。 

 

Table 1 

協力者 

 性/ 年/ 経験 役職 学部 学年 20→21 
O 男/ 58/ 36 校長   
P 男/ 51/ 28 教頭   
Q 女/ 42/ 8 首席 高  
R 女/ 22/ 2 養護教諭   
S 男/ 38/ 15 学部主事 小  
T 男/ 27/ 5 教務主任 高 ３年→１年 
U 女/ 58/ 35 ICT 主任 高 ２年→３年 
V 男/ 41/ 20 地域支援 Co 中 １年→２年 
W 男/ 35/ 12  中 他校→ １年 
X 女/ 23/ 1  小 ４年（初任） 

結果と考察 

年度末の休校は，春休みの前倒しという認識の

教師が多かったが，新年度に入って休校が延長さ

れたことにより，日常生活や教科等の学習の問題

が顕在化した。しかし，教師にとって子どもとの

連絡手段が殆どなく，実態把握ができなかったこ

と，子どもの障害特性や発達段階や専門家による

伴奏の必要性から家庭学習やオンライン学習が困

難であったこと，生活や学習の支援を家庭で行う

ことができる保護者は少なかったことから，学校

による休校中の知的障害児への学習保障は十分に

行えていなかった。同時に，学校は感染症対策と

子どもの居場所づくりを重視し，休校中は再開後

の学校運営の準備とシミュレーションを優先した

ため，休校中の全ての子どもの個に応じた支援や

学習保障はなされなかった。生活リズムの維持が

困難な家庭では，子どものルーティンが崩れたり，

問題行動や心理的な不安が生じたりしたという相

談があった。ただし，多くの子どもは放課後等デ

イサービスにおいて，学習やルーティンの維持を

していたことが明らかにされた（Figure 1）。 
 

Figure 1  

COVID-19 パンデミックが知的障害児の休校中の

学習に及ぼした影響 

 
本結果は，学校が休校中に知的障害児の学習保障

を行うことの困難さを示している。感染症対策の

ために短期間の休校を設けた後，学校を早期再開

すること，脆弱な家庭の子どもや家庭学習が困難

な子どもの居場所の確保や学校再開を優先するこ

と等の，対応が求められることが示唆された。 
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